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課題名  Ｂ－６０ 京都議定書吸収源としての森林機能評価に関する研究 

課題代表者名 天野正博（早稲田大学人間科学学術院） 

研究期間 平成14－18年度 合計予算額  409,898千円（うち18年度 77,358千円） 

「※上記の予算額には、間接経費93,613千円を含む」 

研究体制 

（１）森林の炭素吸収量計測システム・評価モデルの開発（早稲田大学） 
１）リモートセンシングを活用したバイオマス計測手法の開発 

a レーザープロファイラー（LiDAR）によるバイオマス成長量の直接計測（愛媛大学、国際航業
（株）） 
b LiDARによる森林簿精度の向上に関する研究（独立行政法人森林総合研究所） 
c 森林バイオマスの変動が気候変動に与える影響メカニズムに関する研究（国土交通省気象研究

所） 
２）森林バイオマスの炭素吸収量評価モデルの開発（独立行政法人森林総合研究所） 
３）森林土壌の炭素吸収量評価モデルの開発（独立行政法人森林総合研究所） 
４）木材利用部門における炭素貯蔵量評価モデルの開発 
 a 木材の炭素貯蔵能力の評価（独立行政法人森林総合研究所） 
 b 建築解体材のエネルギー利用（愛媛大学） 
 c 木材利用による省エネルギー効果に関する研究（宮崎県木材利用技術センター、東京大学） 
５）ＣＤＭによる森林の炭素吸収量評価手法の開発 

  a ＣＤＭ植林事業による炭素固定能力の評価とベースラインに関する研究（早稲田大学） 
b ＣＤＭ植林事業によるリーケージ評価に関する研究（独立行政法人森林総合研究所） 

６）国レベル森林吸収量評価モデルの開発 
 a 国レベル森林の炭素吸収量モデルの開発（早稲田大学、独立行政法人森林総合研究所） 
 b モデルに適用するパラメータの推定に関する研究（東京大学） 

（２）生態学的アプローチによる吸収量評価モデルの開発と不確実性解析（独立行政法人国立環境研

究所） 

１）生態学的吸収量評価モデルの開発（独立行政法人国立環境研究所） 

２）生態学的吸収量評価モデルの不確実性解析（独立行政法人国立環境研究所） 

研究概要 

１．序（研究背景等） 

京都議定書の運用ルールは COP7 で法文化され IPCC の GPG(Good Practice Guidance)で詳細があ

る程度明らかになり、その後の交渉によって、吸収源の定義を含め多くの残されていた技術的問題

がプロジェクト進行に伴い順次明らかになってきた。さらに、京都議定書が発効したことから議定

書 5 条に基づき 2006 年 9 月には我が国の森林に関するインベントリー・システムを UNFCCC 事務局

に報告する必要があった。しかし、我が国の林業統計に用いられている資源調査データも幹材積の

インベントリーを示すだけであり、梢、枝、葉、根を含めたバイオマス中の炭素貯蔵量に換算する

にはモデルを用いて換算する必要がある。土壌関連分野においては枯死有機物、すなわち落葉と枯

死木、および、土壌中の炭素含有量についても蓄積量の変化を報告しなければならない。全国的に

カバーされているのは土壌型に関する情報だけであり、各土壌型と地域の自然環境から土壌中の炭

素貯蔵量を評価するモデルが必要である。さらに、第一約束期間の期首と期末での変動量を推定す

る機能も、モデルに付与する必要がある。 

京都議定書、7条、8条に基づいて報告する人為活動による吸収量の評価値は、UNFCCC事務局によ

るレビューに耐えうる形で報告する義務がある。そこで、当研究で期待される成果は国別インベン

トリー・システムの中核的な部分を構成しており、2006年9月までに森林の炭素吸収量評価モデル

を開発し、2007年5月までに我が国の吸収量の試算値を算定できるような日程で研究を進めてきた。

また、京都議定書が求めている不確実性への対応方法やクロスチェック手法の確立、合意形成に有

用な科学的知見の評価も併せて本研究の中で実施していく。なお、本課題は研究期間の延長をしな

がらこうした状況変化へ柔軟に対応しつつ研究を進め、研究終了時の2007年3月には京都議定書第

一約束期間に向けて行政から要求されている事項の大半に対応する必要があった。 

２．研究目的 

 京都議定書3条3項、3条4項、6条、12条に即して森林の炭素吸収量を算出し、5条、7条、8条で要

求されるような様式でUNFCCC事務局に報告するには、様々な科学的問題を解決する必要がある。当

研究では、京都議定書第一約束期間に焦点を当て、2008年と2012年という二時点間の森林バイオマ

ス、森林土壌中の炭素貯蔵量の変化を科学的に評価するモデル開発をサブ課題１で目指した。さら
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に、得られた評価値を検証するための手法をサブ課題２で目指した。なお、森林の炭素吸収量の算

定範囲や算定方法については、COPやIPCCの会合で順次、細則が決められつつあったので、それに

柔軟に対応できるような研究計画とした。事実、計測上の技術的問題では科学性と透明性の確保に

焦点があてられ、IPCCインベントリー作業部会で作成されたGPGやSBSTAで問題解決のための検討が

集中的に行われた。しかし、日本、欧州、北米、オセアニアの自然環境はそれぞれ異なっており、

京都議定書5条、7条、8条を満たすような計測システムを一律に定めるには問題があった。そこで、

日本の自然環境や森林資源構造に適した計測及び評価システムが認められるよう、短期的には、本

研究に参画している研究者がIPCCのLULLUCF-GPG、第4次評価報告書のLA及びREとして、研究で得ら

れる知見を迅速に国際議論の場に反映させる。2004年度から始まった2006年版IPCCガイドラインに

も、2名のサブサブ課題担当者がLAとして参加し、当プロジェクトでの研究成果を反映させること

を目的とした。また、2006年9月のUNFCCCへの吸収源インベントリーシステムの報告時期に合わせ、

一部のサブサブ課題については研究を前倒し的に実施している。中期的には2007年までに確立する

必要のある森林の炭素吸収量インベントリー・システムに適用可能なモデルやモニタリング手法な

どを、研究終了時に具体的に提案することを目的としている。 

また、生態学的なアプローチに、日本の森林状況をより適切に反映するために、インベントリデ

ータの利用を組み込んだモデルを新たに開発し、炭素吸収量評価し、その不確実性を検討すること

を目的とした。 

なお、研究開始時期には、吸収量算出に関する詳細な様式が決まっておらず、わが国の森林の定

義なども未定であったので、計測技術、評価モデルの基礎的部分に注視した研究を目的とした。そ

の後、森林分野のグッドプラクティス・ガイダンス(2003)が公表され、COP9(2003)で植林CDMの運

用細則が明らかになり、京都議定書目標達成計画において政府の吸収源の活用に関する方針も決ま

ったことから、後半の２年間はわが国が2007年春にUNFCCC事務局へ提出する報告書を念頭に、従来

の吸収量算定に関する基礎的なモデル開発から、京都議定書の交渉で決定された方式に準じたモデ

ル開発に研究目的を軌道修正した。 

 

３．研究の方法・結果 

（１）森林の炭素吸収量計測システム・評価モデルの開発 

１）リモートセンシングを活用したバイオマス計測手法の開発 

ａ．レーザープロファイラー（LiDAR）によるバイオマス成長量の直接計測 

航空レーザー測距法による森林バイオマスと炭素吸収量の広域的定量法を三段階のステップで

開発した。第一段階として、苫小牧国有林を対象に航空レーザー測距法による推定の精度検証を行

ったが、本法による森林蓄積や炭素吸収量の推定値は、地上調査、収穫表、二酸化炭素フラックス

のタワー観測の結果とは整合性が高いが、森林簿とは食い違うことから森林簿に記載されている蓄

積データ修正の必要性を明らかにした。第二段階では、広域への適用性を検証するためカナダ西部

の亜寒帯林に設定したLiDARトランセクトを対象に、森林の蓄積分布と５年を隔てたバイオマス変

化を明らかにした。その結果、亜寒帯林の森林蓄積は従来言われているよりかなり低いこと、亜寒

帯南部は通説のように二酸化炭素のシンクではなくソースになっていることが判明した。第三段階

では、京都議定書の森林による炭素吸収量の査定にかかわる実用性を検証するため、愛媛県全県を

対象に航空レーザー測距を行い、その土地利用区分と森林蓄積を明らかにしたうえで、既存の官庁

統計と比較対照した。土地利用では特に森林面積での食い違いが大きく、レーザー推計と森林簿の

間には県土面積の10%ほどの食い違いが生じた。他方、森林蓄積の違いはさらに大きく、レーザー

の当初推計は森林簿の２倍となった。 

ｂ．LiDARによる森林簿精度の向上に関する研究 

遠隔探査手法は森林簿による算出からは独立した検証手法として重要である。なかでも、LiDAR

は森林の垂直構造が計測可能であり有効な遠隔探査手法である。 

本研究では航空機レーザスキャナ等を用いた炭素吸収量推定モデルを開発し、日本全国に適用す

る。具体的には、造林学等の知識と経験を活用し、遠隔探査では直接計測可能なものだけを推定し

てパラメータの統計的な調整は排除する。そのために、LiDAR観測から得られる諸パラメータを炭

素吸収量と統計的に直接結びつける代わりに、林分上層樹高と立木密度を遠隔探査により直接測定

し、それらを「林分密度管理図」の等樹高曲線に代入して幹材積を推定し、さらに炭素量に換算す

る手法を取る。林分上層樹高と立木密度は、それぞれパラメータ調整不要な簡易な手法を提案し、

現地調査により検証する。また、既存の等樹高曲線は平均樹高を用いるので、上層樹高に対応した

等樹高曲線を本研究の現地調査とは独立した資料から調製し、現地調査により検証する。 

研究対象地は北海道苫小牧市の国有林である。ここでは、トドマツ、カラマツ、アカエゾマツ、

エゾマツなどの人工林が平坦な地形上に大規模に植栽されている。1999年、2002年にLiDAR観測を
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行い、21林分で地上調査を行った。その結果、これらの林分での炭素蓄積の推定はやや過小だった

が概ね良好であった。高齢林分では立木本数過大推定により炭素蓄積は過大となった。若齢トドマ

ツ林では上層樹高の過小推定により炭素蓄積は過小となった。 

ｃ．森林バイオマスの変動が気候変動に与える影響メカニズムに関する研究 

リモートセンシングおよび現地調査によって得られた陸面植生データを利用し、観測領域を中心

とした地域における森林観測結果を数値実験的に再現することを目的として、大気―植生―土壌を

含む一次元の陸面植生モデルを開発した。ベースとなったモデルは３次元気候モデル用に開発した

植生モデルBiosphere-Atmosphere Interaction Model (BAIM)である。蓄積された森林現地調査に

よる森林生態データを利用し、陸面植生モデルの精度の向上を図るとともに、モデルの高度化を行

った。さらに、本陸面植生モデルを導入した３次元気候モデルを開発し、それを用いた数値実験に

より、モデルで再現された気候値の検証を行った。その結果、モデルは本研究において必要とされ

る精度の気候再現性を有していることが確認できた。 

植生モデルBAIM(Ver.1) の植物生態モデルとしての特性をより高めるため、植物内及び土壌中炭

素蓄積量をモデル内変数として取り入れたBAIM Ver.2 (BAIM2)を開発した。BAIM2を、T63L21全球

気候モデルに組み込み、現存植生を与えたコントロール数値実験を実施した。本気候モデルにおい

ては、大気中の二酸化炭素濃度も予報変数としている。よって、BAIM2を本３次元気候モデルに直

接組み込むことにより、物理的気象要素及び大気中二酸化炭素濃度の時間的・空間的変動と、陸面

植生の物理的形状及び植生・土壌内炭素蓄積量の時間的・空間的変動の相互作用がon-lineで再現

される。本数値実験においては、人工排出による陸面からの二酸化炭素放出も考慮した実験を行い、

モデルで再現された大気中二酸化炭素濃度の年増加量の妥当性、およびその季節変化の地域的な特

徴や、主に対流圏下部における空間的な特徴について検討した。モデルの結果は、大気中二酸化炭

素濃度の南北半球における季節変化の違い、および年々増加の特徴などを、概ね再現できているこ

とが分かった。また、植生タイプごとの炭素収支についても、その特徴を再現できていることが分

かった。 

本気候モデルを用い、アジア熱帯域森林破壊の影響に関する数値実験を行った。本数値実験の結

果より、アジア熱帯雨林地域での継続的な森林の減少は、継続的な大気中からのＣＯ２吸収量の減

少傾向の持続をもたらし、大気中ＣＯ２濃度の上昇傾向に拍車をかける可能性を秘めていることが

分かった。また、アジア熱帯域における森林破壊による大気中ＣＯ２濃度上昇への影響は、熱帯季

節林域より熱帯雨林域における森林破壊の影響の方が大きくなる可能性があることが分かった。 

２）森林バイオマスの炭素

吸収量評価モデルの開発 

京都議定書報告のため、

要件の分析に基づき、森林

の定義、3条3項ARDの算

定・特定手法、3条4項森林

管理の算定・特定手法の開

発を行い、これらの個別技

術を統合し森林吸収量推

定モデルを開発した。ま

ず、森林の数値的定義とし

て、最低樹高を5m、最低樹

冠被覆率を30%、最低面積

を0.3ha、最小幅を20mとす

るとともに、算定の作業と

しては森林計画対象森林

を算定対象として取扱い、

定義と算定対象の差異は

わずかであるため不確実

性の中で処理することが

適切であることを示した。 

 3条3項ARDの算定・特定   図1 京都議定書3条3,4項に沿った森林吸収量推定モデルの概略 

手法としては、中解像度 

衛星画像（LandsatTM）の差分による方法では十分な精度の抽出には至らなかったため、空中写真

オルソフォトと高解像度衛星画像（SPOT）上で500mのグリッドによる土地利用の判読によりARD面

積の推定をする手法を開発し、その実行可能性を明らかにした。 

 吸収量の推定手法として、森林簿を持つ我が国においては蓄積変化法を用いること適切であるこ

とを示した。また、3条4項森林経営の算定・特定手法については、3条4項に対応する森林の率であ
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るFM率を用いた推定手法を開発するとともに、そのFM率を推定する方法として施業履歴に関するサ

ンプリング調査を提案した。 

 この方法を、愛媛県を対象として吸収量の推定を試みたところ、2005年における愛媛県の全林分

の炭素吸収量は34.3万t-C/yr、3条4項森林経営による炭素吸収量は16.7万t-C/yrと推定され、この

手法が実行可能であることを示した。 

これらの個別手法や本プロジェクトで開発された手法を統合し森林吸収量推定モデルを開発し

た（図1）。 

３） 森林土壌の炭素吸収量評価モデルの開発 

既報の土壌調査資料集計から、日本の森林土壌（0-30cm）の炭素密度は3.9kg/m2（未熟土）～

17.2kg/m2（泥炭土）、分布面積を考慮した加重平均値は9.0kg/m2であることがわかった。これをも

とに土壌型と森林分布面積から日本の森林セクターにおける土壌炭素蓄積量は約21億炭素トン、リ

ターは1.7億トンと計算されたが、枯死木については調査例が非常に少なく基礎情報が不十分であ

った。林業統計から1990年代の皆伐が土壌や枯死有機物に与える影響を検討し、リターや土壌に比

べ枯死木の蓄積や分解による影響が大きいことを示した。有機物分解をコントロールする化学的成

分を明らかにするため、ブナとアカマツ

落葉の分解に伴う有機成分の変化を調

べ、土壌炭素モデルのコンパートメント

との対応を検討した。リグニンとホロセ

ルロースの分解はCENTURYモデルの

structural C画分の分解速度に対応し、

分解を支配する主要な成分であること

を確認した。CENTURYモデルを日本の森

林の気候条件、土壌条件、樹種特性に合

わせるよう改良したCNEURY-jfosを開発

した。これを用い伐採や間伐などの森林

管理が枯死木・リター・土壌の炭素スト

ックに与える影響を明らかにした（図

２）。 

 

図２ CENTURY-jfosモデルによる森林施業時のバイオマス、 

枯死木、リター、土壌炭素ストックの変化の例 

 

４）木材利用部門における炭素貯蔵量評価モデルの開発 

木材利用による二酸化炭素削減効果の将来

シミュレーションを行うモデルを開発した。図

３に示したように製品ストック一定で木材利

用が現状のまま推移した場合、ストックチェン

ジ・プロダクション法とも吸収は期待できず、

大気フロー法では1,000万t-C以上の排出とな

る。このモデルに「省エネ効果」と「化石燃料

代替効果」の評価プログラムを組み込んだ。建

築の木造率を70%に上昇させた場合の「省エネ

効果」と、さらに家具木製率も70%として廃紙

も含めた残廃材エネルギー利用を行った場合

の「化石燃料代替効果」を解析した。ストック

チェンジ法の「炭素貯蔵効果」も含め、2013年

から2017年の二酸化炭素排出削減量は約1,200

万t-C/年となりうることが分かった。 

資材生産に要するエネルギー（二酸化炭素の排出）を基礎にして、現在使用している用途別の数量

から木材を使用することによる削減効果について明らかにした。炭素ストックと二酸化炭素排出を

表示することによって寄与の大きさを定量的に表示することが可能となった。 

 製品に使用された木材が貯蔵している炭素量に着目すると、その違いは大きいものとなる。１～

３階建の低層建築物の木造へ代替についてみると資材量および資材製造エネルギー差が大きいの

で、その削減、貯蔵効果とも著しく大きく、吸収源対策の伐採量に貢献するばかりでなく削減の相

乗効果が見込める。家具の二酸化炭素排出削減はさほど大きくないが、製品に使用された木材が貯

蔵している炭素量に着目するとかなり大きいものとなる。アルミサッシへの代替は炭素貯蔵ではさ

ほど大きくないが、二酸化炭素排出削減には大きい。 
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 木材のエネルギー利用について、各種残廃材の発生量の推計を行い、基準年比3%程度の削減ポテ

ンシャルがあることが分かった。また混焼・ガス化・液化など、エネルギー化手法の比較検討を行

った。木質ペレットの発熱量は元素分析結果から推計できることを示した。各種木質材料のガス化

実験を行い、スギのガス化率が高いこと、蒸気(H2O)も用いたガス化によりガス化率が向上するこ

となどを明らかにした。 

５）CDMによる森林の炭素吸収量評価手法の開発 

これまでに実施してきたバイオマス調査の結果から、熱帯地域で多く植栽されているAcacia 
mangiumの年平均吸収量（MAI）は地域、林齢にかかわらずほぼ一定の値を示し、地上部で7～11 

tC/ha/yであった。Eucalyptus類を用いた産業植林では8～10tC/ha/yrが炭素固定量と考えられる。

ベースラインとなり得る過度の焼き畑でチガヤ草地（炭素固定量は0.6～1.3 tC/ha/yr）となった。

また、火災後に自然遷移の過程である5年生の二次林では2.9～5.7 tC/ha/yrであった。劣化土壌で

の環境造林では、植栽後20年を経過したSwietnia macropyllaの年間炭素固定量は6.6 tC/ha/yrで

あった。近隣においてベースラインとなり得る多年生草本や低木林の炭素固定量は平均2.6～3.2 

tC/ha/yrであり、人工林の造成によってその地域の炭素固定量が増加していることを確認した。 

インドネシアのジャワ島西部の既存人工林でバイオマス調査からは、林齢とバイオマス増加を検

討した結果、Shorea属林分、Kyaha属林分は40年でおよそ400 t/haの蓄積となり、その後一定とな

った。他の樹種でもほぼ同様で、植栽後40年で天然林とほぼ同等のバイオマスを蓄積すること、こ

のような蓄積量であれは30～40年サイクルの林業生産も可能であることを提示した。 

インドネシアやフィリピン、ベトナムにおける産業造林・環境植林の事例調査や文献調査を通じ

て、リーケージの概念整理をすすめた。リーケージの分類軸には、リーケージドライバー（プロセ

スに注目）と土地利用変化・活動（GHG発生場所・活動に注目）とが整理された。リーケージ把握

手法として、事前簡易調査、事前本調査、モニタリング調査の３時点それぞれのプロトタイプを作

成した。把握手順は、AR-CDM実施方法の整理、地域概況の整理、森林・土地利用・活動およびその

変化の予測・把握、リーケージの予測・把握からなる。定量化作業は、基本的にはIPCC GPGに準拠

しつつも、発生規模とデータ入手可能性により処理を変えることが提起された。 
６）国レベル森林吸収量評価モデルの開発 

補助金、伐採量などの変動を見込んだ政策シナリオに応じて、2008～12年の第一約束期間に、京

都議定書3条3項（AR・D林）および4項（FM林）に定められた人工林が、どの程度の炭素吸収を達成

できるかを、国レベルで予測することを目的とした。はじめに森林と他の土地利用との間の転入・

転出面積、育林補助金予算額、林業労働者平均賃金などの因子に対して、過去の傾向をもとにいく

つかのシナリオを作成し、それらを回帰モデルへ入力して、第一約束期間までのAR・DおよびFM人

工林面積を予測した。つぎにそれら人工林面積を資源管理モデルへ入力し、別途、第一約束期間の

伐採量を予測することにより、第一約束期間期首および期末のAR・DおよびFM人工林における地上

部、地下部バイオマス量を計算した。さらにそれらに容積密度、炭素含有率を乗じて炭素蓄積量に

換算し、最後にそれらの第一約束期間期首、期末の差をとって、蓄積変化法により炭素吸収量を計

算した（表１）。計算の結果、転入・転出面積の過去の傾向を延長すると、第一約束期間のAR・D

林 地 上 部 ・ 地 下 部 バ イ オ マ ス の 炭 素 吸 収 量 は 、 約 0.76Mt-C/ 年 の 排 出 と 予 測 さ れ た

（1Mt-C=1,000,000t-C）。また補助金や労賃といった林業活動に影響を与える因子が、若干の変動

を含みつつも概ね過去の傾向を延長する形で推移したならば、FM人工林は第一約束期間に期待値ベ

ースで11.55～12.26 Mt-C/年の吸収量を獲得できると予測された。これはマラケシュ合意で上限を

定められた炭素吸収目標値の約85%に相当し、FM天然林の吸収量を加味すれば吸収目標を達成する

 

表１ FM人工林における推進・現状維持・保守的の3つのシナリオに応じた予測結果 

 
注：下限値と上限値は、予測値の95%信頼区間の下限と上限を表す。 

 

上で十分な量といえる。なお参考までに、2012年時に収量比数が0.85以下のFM人工林は、FM人工林

全体の82%と予測され、期待値ベースで10.40～10.81Mt-C/年の吸収量を第一約束期間に獲得できる



B-60- vi

と予測された。これは炭素吸収目標値の約75%に相当し、この場合にはFM天然林の吸収量を十分に

活用するとともに、第一約束期間終了まで、十分な育林補助金を計上すること、および壮齢～高齢

の森林へ間伐や複層伐といった育林施業を実施する必要があろう。 

 

（２）生態学的アプローチによる吸収量評価モデルの開発と不確実性解析 

1) 生態学的吸収量評価モデルの開発 

生態学的なアプローチによるモデルの特徴・利点は、森林生態系における炭素ストック変化の推

定を展開できる点にある。生態学的なモデルに、森林インベントリデータをもとにしたパラメータ

を併せて用いることで、様々な地域、様々な樹種に適用できるモデルを作成した。さらに、森林の

吸収量に大きな影響を及ぼす人為活動の内、間伐に関してモデル化を行った。なお、主伐について

は本課題の他サブテーマの伐採予測より得られた結果をモデルに与えることでCO2吸収量推定の高

精度化を行った。 

本課題で構築したモデルの精度を検証するため、収穫試験地の人工林のデータとモデルの地上部

バイオマス量の比較を行ったところ、間伐による吸収量の増大は双方に見られなかったが、全体と

しては定量的、定性的に良い一致を得ることができた。モ

デルの結果において、間伐の増大が見られなかった原因と

しては、50年生以下の林分では葉部の呼吸が木部の呼吸量

に比較して大きいことが考えられる。また、40年生以下の

林分では、むしろ伐採によるGPPの減少が効果を持ち、若

干ではあるが間伐を行った林分の方が成長は小さくなる

傾向が見られた。 

 2) 生態学的吸収量評価モデルの不確実性解析 

 本プロジェクトで開発した生態モデルに、本課題の他サ

ブテーマによる伐採モデルを結合したモデルを愛媛県に

適用し、不確実性の解析を行った。森林のデータには、国

家森林資源データベースをもとに、樹種・林齢別の面積を

３次メッシュに再配分したものを適用した。また、日射量

は、気象庁のメッシュ気候値の、月積算日射量と月積算日

照時間の双方を用いた。気温も同様にメッシュ気候値の月

平均気温を用いた。土壌等その他の制約は一律に光合成を

0.75倍した。その結果、2005年の愛媛県の育成林における

CO2吸収量は、モデルの計算結果は0.269Mt-C/yrとなり、インベントリによる計算結果の0.268 

Mt-C/yrと概ね一致する値を得ることができた。 

また、愛媛県全体の主伐による伐採量が2005年以降、年率3%で増加した場合、2012年の吸収量は

5%減少し、年率3%で減少した場合は、CO2吸収量は4%増加することが示唆された。さらに、愛媛県

の育成林全てを対象に、現在の施業実態を踏まえて将来予測を行った結果、京都議定書第1約束期

間の最終年では、吸収量は2005年比の88%程度まで落ち込む事が示された。 

 

４．考察 

（１）森林の炭素吸収量計測システム・評価モデルの開発 
１） リモートセンシングを活用したバイオマス計測手法の開発 

ａ． レーザープロファイラー（LiDAR）によるバイオマス成長量の直接計測 

LiDARを用いた蓄積推定においては、土地利用、森林蓄積とも官庁統計における定義の違いやそ

れぞれの誤差要因などを勘案すると、ある程度差は縮まるが、まだ整合しているとは言い難く、と

くに森林簿の推定精度を見直す必要があると結論した。ｂの研究成果と合わせ、森林蓄積データの

改善にはLiDARによる観測データの活用が重要であるといえる。 

ｂ． LIDARによる森林簿精度の向上に関する研究 

本研究の手法は、炭素収支推定部分を既存の安定したモデルに依存し、遠隔探査では物理的に観

測可能なパラメータのみ観測するので、構造が簡単かつ頑強である。このことから、予算や人員不

足から更新が遅れている林業的調査の補完的調査としてLiDAR観測手法を取り入れることにより、

炭素吸収量の推定に必要な蓄積推定のための効率的な全国観測網の整備が可能になると考えられ

る。 

ｃ． 森林バイオマスの変動が気候変動に与える影響メカニズムに関する研究 

リモートセンシングおよびそれに伴う森林現地調査によって得られた陸面植生データを利用す

ることにより、高度な陸面植生数値モデルを開発することができた。また、開発された陸面植生モ

t-C/ha/yr

2005年

t-C/ha/yr

2005年

 
図４愛媛県における2005年のCO2

吸収量 
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デルおよびそれを導入した３次元気候モデルを用いた数値実験の結果の解析等により、陸域炭素収

支システムのメカニズム、および、陸域炭素収支の変動と、気候変動との相互作用のメカニズムに

関する新たな知見が得られた。これらの結果から、開発された植生モデルおよびそれを導入した気

候モデルは、陸域バイオマス変動のメカニズムを解明するためのシステムモデルとして非常に有効

であると考えられる。 

２）森林バイオマスの炭素吸収量評価モデルの開発 

 本研究で開発された森林吸収量推定モデルは、マラケシュ合意、GPGで求められた要件に対応し

ており、本モデルは我が国の森林や森林情報と整合を取りながら、京都議定書ための算定・報告に

適合したシステムと言える。ここで示された森林の数値的定義は、我が国の制度や植生状況に適合

しており、航空写真やリモートセンシングデータといった計測手法の解析精度からみても、適して

いるといえる。 

3条3項ARDの算定・特定手法として、500mグリッドによるサンプリングを採用することにより、

これまで行政情報や画像解析では難しかった土地利用変化を適正に把握することが可能となった。

 3条4項森林経営の算定・特定手法については、適切な森林管理下にある森林のCO2吸収量を推定

するため、新たに収穫表を作成するとともに、３条４項に適合する森林を推定するためのパラメー

タ算出手法を開発することもできた。 

３） 森林土壌の炭素吸収量評価モデルの開発 

日本の枯死有機物や土壌の炭素蓄積量を温帯の欧米諸国と比べると、日本の場合リターの炭素蓄

積量は小さく、土壌の蓄積量は大きい傾向があった。枯死木は蓄積量も分解速度もある程度大きい

ので重要な炭素プールと判断でき、また皆伐などの施業履歴をからも枯死木の変動が大きいことが

示された。CENTURYモデルと化学成分の対応はある程度見られるが、土壌有機物の複雑な分解過程

は未解明な点が多く、化学成分のみから有機物の動態を予測するのには限界がある。しかし、

CENTURYモデルは実際の土壌や枯死木の炭素変動を比較的よく予測できるので、実用上問題はない

と考えられる。今回開発したCENTURY-jfosは日本の森林の条件に細かく合わせてあるので、京都議

定書報告には十分通用する精度を持つと判断できる。 

４）木材利用部門における炭素貯蔵量評価モデルの開発 

 木材利用による二酸化炭素削減効果の将来シミュレーションを行うモデルを開発し、それに基づ

いてアカウンティング方式を比較検討したところ、我が国の木材セクターではストックチェンジ・

プロダクション法とも吸収は期待できず、大気フロー法では1,000万t-C以上の排出となることが解

った。これにより、第二約束期間において木材の炭素貯蔵量についても炭素クレジットの対象とす

る場合には、どのアカウンティング方式を採択するかについて十分に留意すべきである。 

５）CDMによる森林の炭素吸収量評価手法の開発 

 各試料木の胸高直径と地上部バイオマスの関係は、高い相関関係を持つ相対成長式を満足し、樹

種や立地の違いはあまりなかった。現存密度の経年変化は植栽後の若い林分で変動が大きく、相関

係数はあまり高くなかった。ここで得たモデルによって、今後東南アジア地域でA/R CDMを計画す

るに必要な吸収量予測値を提示できた。リーケージについてはAR-CDM特有の現象をどう理解し、把

握すればよいのか、その基本概念が整理された。しかし、今なおUNFCCCにおいてリーケージ解釈に

関して議論が続いており、第一約束期間までに、場合によっては期間に入って以降も、リーケージ

定義の注釈（除外する対象の特定）、把握手法の簡素化ルールなどの策定が続くと予想され、注視

が必要である。 

６）国レベル森林吸収量評価モデルの開発 

 FM人工林は第一約束期間に期待値ベースで11.55～12.26 Mt-C/年の吸収量を獲得できると予測さ

れた。これはマラケシュ合意で上限を定められた炭素吸収目標値の約85%に相当する。森林分野で

3.8％の吸収量を獲得するためには人工林だけでは不十分であり、適切な森林管理を受けた天然林

での炭素吸収量に期待しなければ行けない。天然林に求められる吸収量は1～３Mt-C/年である。 

（２）生態学的アプローチによる吸収量評価モデルの開発と不確実性解析 

 愛媛県におけるモデルとインベントリデータによる推計値と比較したところ、近い推定値が得ら

れてはいるものの、詳細に検討すると下記のような相違が見られた。 

1. 蓄積表は間伐等を含む平均的な成長量を滑らかな曲線で示しているが、モデルは間伐の影響

を鋸状に表現しているため、スギでは過小評価となっていること 

2. モデルでは、スギの蓄積がやや過小評価となっているが、ヒノキの蓄積が大きく過大評価と

なっていること 

ヒノキの蓄積が大きく過大評価となった理由は不明であるが、施業方法や、伐採の影響を受けて

いるのではないかと考えられる。また、伐採が吸収に与える影響をモデルによって検討した結果次

のような結論を得た。京都議定書では、伐採即排出とカウントされるため、林産業の活性は排出の

増加となる。しかし、伐採後の木材は漸次排出されるため、伐採木材における炭素ストックまでを

考慮すると、伐採量の10%増加は、吸収量の2%以下の減少にしかならない。伐採木材の貯留効果を
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考え、10年程度の排出をより正確に算出する方式としては、伐採木材の取り扱いを含めたフルカー

ボンアカウンティングに則った何らかの吸収量算出がより現実との矛盾が少ないとの結論を得た。

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

・当課題全体としては京都議定書に基づいて国内吸収源対策およびCDM事業として森林を活用する

場合に必要な基本的な知見として、５つの炭素プールに分割した形での吸収量評価モデル、政策シ

ナリオの違いによる吸収量の変化、ポストハーベストとしての木材の炭素固定量の評価モデル、算

定した吸収量の検証方法などを提供することができた。これにより、環境省、農水省がわが国の温

室効果ガス削減目標の達成に森林をどのように活用すべきかについて、多くの政策判断材料を提供

できた。科学分野においても、我が国では森林の炭素収支について個別林分のバイオマスを対象と

した評価を行ったケーススタディとしての研究はあったが、森林生態系を対象とし全国規模での推

定を可能にするようなモデル開発研究はこれまでなかった。また、世界に目を転じても、京都議定

書の５つの炭素プール全てを対象に詳細かつ科学的に評価する研究は始まったばかりであり、当研

究成果は今後の研究に大きな影響を与えると予想される。個別の成果は下記のようである。 

・航空レーザー測距法(LiDAR)による広域かつ詳細な森林バイオマス測定と炭素収支勘定が実用化

のレベルに達したことである。また、一般に亜寒帯林は吸収源とされているが、少なくとも本研究

の対象としたカナダ西部の亜寒帯林は放出源になっていることが当研究により明らかになった。 

・LiDARと既存の森林資源調査を組み合わせることで、バイオマス測定から炭素固定量の推定まで

を高い科学的精度で実施できる手法を提示した。 

・リモートセンシングおよび森林の現地調査によって得られた陸面植生データを利用し、森林観測

結果を数値実験的に再現することができる高度な陸面植生数値モデルを開発し、それを導入した３

次元気候モデルを用いた解析等により、陸域炭素収支システムのメカニズム、および、陸域炭素収

支の変動と、気候変動との相互作用のメカニズムに関する新たな知見が得られた。 

・我が国の森林による炭素吸収量について、森林簿を基礎とした蓄積変化法とそれに係わる係数を

明らかにし、データの信頼分布を加味した精度の高いCO2吸収量を評価できる推定手法を確立した。

・日本の枯死木、リター、土壌プールの炭素蓄積量に関するデータを集計し、森林生態系における

それらの炭素蓄積量推定精度を向上させた。土壌炭素モデルとしてCENTURYモデルを日本の森林に

精度良く適用できよう改良したCENTURY-jfosモデルを開発した。 

・IPCCで提唱されたアカウンティング方式と木材利用の二酸化炭素排出削減3効果を同時にシミュ

レーションするモデルを開発した。こうしたモデルの研究事例はまだない。 

・極端な荒廃地ではバイオマスの蓄積があまり期待できないことを明らかにした。また、森林火災

後などの大きな撹乱後に出現するパイオニア樹種では、バイオマス増加が起こらないことも明らか

にした。 

・リーケージというAR-CDM特有の現象をどう理解し、把握すればよいのか、その基本概念・手順が

体系的に整理された。 

・サンプリング調査、悉皆調査などを行うことなく、既存の統計資料と数理モデルを活用して、コ

ンピュータシミュレーションにより、政策シナリオに基づいて京都議定書3条3項林（AR・D林）、3

条4項林（FM林）の炭素吸収量を予測できるようにした。こうした独自の方法により推定した炭素

吸収量は、生態学的プロセスモデルや全国規模のサンプリングといった、その他の方法により推定

した炭素吸収量とのクロスチェックに利用可能で、その科学的意義は深い。 

・間伐や主伐といった人間活動の影響を考慮することが可能な生態学的モデルの開発を行った。

このように、林業活動の将来予測と生態学的プロセスモデルを結合したモデルは、少なくとも我が

国においては皆無であり、世界的にも例がほとんど見られない。 

（２）地球環境政策への貢献 

当研究の遂行途中で得られた成果をリアルタイムで政策に反映するため、環境省地球環境局「森

林等の吸収源に関するワーキンググループ」検討会や「温室効果ガス排出量算定方法検討会：森林

等の吸収源分科会」に多くのプロジェクト参画研究者が委員として係わり、京都議定書における吸

収源の取り扱いに関する国際交渉の進展に合わせて知見を提供するとともに、京都議定書で認めら

れた吸収源活動に伴う炭素吸収量を国連に報告するための算定方法に用いるモデルを提供するな

どして、地球環境政策に貢献した。また、IPCC第４次報告書、LULUCF-GPG、2006年IPCC国別温室効

果ガス目録ガイドラインの作成など多くの報告書にLA、RE等で参画するとともに、COP、SBSTA、

UNFCCC主催のワークショップでも研究成果を紹介してきた。他の政策への貢献は下記のようであ

る。 

・本課題で開発した森林吸収量推定モデルの個々の手法の多くと全体構造は、環境省温室効果ガス

排出量算定方法検討会森林等の吸収源分科会において、我が国の京都議定書報告における森林吸収
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源の算定・報告手法として採用され、条約に基づく温室効果ガスインベントリ報告書（第7章）と、

議定書に基づく割当量に関する報告書（第2部Ⅱ）に反映された。また、林野庁は本手法を実行す

るために国家森林資源データベースを開発するなど、京都議定書における吸収源の算定・報告に貢

献した。 

・航空レーザー測距の結果を使って森林簿の値を補正することにより、京都議定書の森林吸収量の

評価をより科学的で再現可能な方法で実施できるシステムを提案できた。 

・CENTURY-jfosモデルを使用し、全国の森林における枯死木・リター・土壌炭素が算定され、京都

議定書報告に利用された。 

・主に東南アジア各国で収集したデータは、A/R CDMの計画立案に有効となることが期待される。

また、林齢-炭素吸収量モデルによって、今後は東南アジア地域だけではなく、広い地域において

でA/R CDMを計画するに必要な吸収量予測値を提示できた。 

・数理モデルを活用したシミュレーションにより、とくに育林施業の補助金政策が炭素吸収量にあ

たえる影響を明らかにした。またマラケシュ合意で定められた炭素吸収目標を達成する上で有効と

なる、補助金政策や育林施業のあり方について提言した。 

・本課題のモデルを用いて推計した我が国の伐採木材評価結果は、林野庁・環境省の協議の上、2005

年8月条約事務局に提出され、2006年12月のSBSTA23での協議で用いられた。 
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